予算要求資料
平成31年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名　ふるさとワーキングホリデー事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　地方創生係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2246）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　20,000千円（前年度予算額：30,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	要求額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000

	決定額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、都市部の若者などを呼び込み、若者などの力で地域に活力を与える必要がある。

（２）事業内容

都市部の若者などが、一定期間県内に滞在し、働きながら地域住民との交流などを通して暮らしを丸ごと体験する「ふるさとワーキングホリデー」を市町村と連携して実施する。
これにより、都市部の若者に岐阜県の魅力を発信でき、岐阜県のファンの獲得につながる。
また、県内の企業や地域においては、都市部の若者と交流することで、潜在的な魅力や課題など新たな気付きを得ることができ、活性化につながることが期待される。
（３）県負担・補助率の考え方
県（10/10）
平成29年度、30年度の実績を踏まえ、滞在期間を2週間として実施。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託費
	19,400
	参加者の募集・受付・決定、ふるさとワーキングホリデーの実施（相談窓口の設置、地域との交流イベント等の調整等）、報告書の作成

	旅費
	600
	総務省主催合同説明会への参加等

	合計
	20,000
	

	

	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	都市部の若者などが、一定期間県内に滞在し、働きながら地域住民との交流などを通して暮らしを丸ごと体験し、地域との関わりを深めることにより、岐阜県のファンを増やすとともに、県内の企業や地域においては、潜在的な魅力や課題など新たな気付きを得ることができ、地域の活性化につながることが期待される。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
（前々年度末時点）
	目　標
	達成率

	また岐阜に来たいと思う参加者の割合
	―
	
	90%

（H29）
	100%

	―　



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

年間１００名の受入れを目標として実施。
夏秋期（平成30年7月26日～平成30年11月3日）において、11市町村で80名を受入れ、冬春期（平成31年1月～3月）においては、20名程度の受入れを予定。
【受入れ市町村】
大垣市、美濃加茂市、郡上市、白川町、土岐市、瑞浪市、恵那市、中津川市、高山市、下呂市、白川村　※瑞浪市は夏秋期の間で実施


（前年度の成果）

	・年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成２９年度には、１３８名（夏５２名、冬・春８６名）の応募があり１３市町村（１１市１町１村）で計８９名（夏４０名、冬・春４９名）が参加。
　参加者が、平成３０年度の総務省主催の合同説明会に説明者として参加するなど、岐阜県との繋がりが築けている。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	人口減少社会においても地域が活力を保ち続けるために、「地域の将来を支える人を呼び込む」という視点から、都市部の若者などを呼び込み、若者などの力で地域に活力を与える必要がある。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成29年度の参加者アンケートにおいて、「また岐阜に来たいと思うか」との問いに対し、参加者８９名のうち９０％が「大変そう思う」「ややそう思う」と回答。多くの参加者が第２のふるさとと感じ、友人や家族とともに再度訪れるなど、岐阜県の魅力が発信できている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	　総務省主催の合同説明会を活用するなど、参加者募集を行うとともに、市町村と連携し、地域での受入れを効率的かつ効果的に行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
参加者が本事業終了後も岐阜県のファンとなっていただくように、継続的な地域情報の発信や地域との交流の機会の提供を行っていく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
平成３１年度に、県・市町村の負担分担の見直しの検討を行い、そのスキームにより事業を実施する。



